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事業事前評価表 

 

１．案件名（国名）                                  名                         

国 名： バングラデシュ人民共和国（バングラデシュ）    

案件名：  

（和名） 公共投資管理改革支援プロジェクト    

（英語） Project for Supporting Public Investment Management Reform 

２．事業の背景と必要性                                性                

（1）当該国における公共投資管理の現状と課題及び本事業の位置づけ 

バングラデシュは、過去 10年以上に亘り平均 6％を越えるGDP成長率（世界銀行及びOECD、

2014～2023）を記録しており、2023年も 5.8％（世界銀行及び OECD、2023）の経済成長を達成

している。また、2018 年 3 月には国連が定める 後発開発途上国（LDC） 卒業基準を達成済であ

り、今後も順調に経済成長が進む場合には、2026 年に正式に LDC を卒業することが見込まれ

る。   

バングラデシュ政府は、2024 年 8 月に発足した暫定政権の下、主席顧問ムハマド・ユヌス氏

が、３つのゼロ「炭素排出量ゼロ、富の集中ゼロ、失業ゼロ」の世界をつくるビジョンを掲げ、グリ

ーン成長に向けて、持続可能性を経済、社会政策の中心におくことの重要性を提唱している。ま

た、2025 年 3 月、バングラデシュ政府は公共投資管理含む公共財政管理改善・強化のため、中

長期戦略である Public Financial Management Reform Strategy 2025-2030を策定中である。 

他方、2021 年に IMF が実施したバングラデシュの気候公共投資管理評価 (Climate-Public 

Investment Management Assessment、以下 「C-PIMA」という)の机上調査によれば、バングラ

デシュにおいては、特に「気候変動に係るプロジェクトの評価・選定」における課題が大きいと指摘

されているほか、世銀が発表した「バングラデシュの緑の成長枠組」（2024 年）においても、

気候変動に配慮した案件の優先化が十分に行われていないと指摘されており、公共投資管

理強化にあたって、上記課題への対応が求められている。 

バングラデシュ政府の公共投資管理の強化に向けた取り組みについて、これまで JICA は「公

共投資管理強化プロジェクト」（2014年 2月～2018年 6月。以下、「フェーズ 1」という。）及び「公

共投資管理強化プロジェクトフェーズ2」（2019年9月～2024年6月。以下、「フェーズ2」という。）

を実施し、事業形成・事業審査・承認のプロセスの改善と公共投資管理ツール（以下「PIM ツール」

という）の開発1を通じて、開発政策、年次開発計画（ADP）、中期予算枠組みとの間の連携強化、

公共投資事業における事業形成・審査・承認及び予算管理の効率性向上に係る支援を行ってき

た。その中で、2024 年から 2028 年にかかる政府の PIM システム強化の為の中期改革ロードマ

 
1   PIMツールには、省庁審査フォーマット（Ministry Assessment Format: MAF）、セクター審査フォーマット（Sector Appraisal Format: SAF）、複数

年度公共投資計画（Multi-Year Public Investment Programme: MYPIP）、セクター戦略ペーパー（Sector Strategy Paper: SSP）が含まれる。 



ップである公共投資管理改革プログラム（Public Investment Management Reform Program、以

下「PIM 改革プログラム」という）の策定・支援を行った。同プログラムは、公共投資管理を強化す

る活動を計画、監視、評価し、政府内の様々な公共投資案件の調整に資する枠組みを提供するも

のである。 

他方、バングラデシュは、世界で 7 番目に気候変動に対して脆弱な国（Germanwatch、2021 

年）とされている中、サイクロン・洪水等の自然災害が頻発することが大きな課題となっている。バ

ングラデシュ政府が発表した「バングラデシュデルタ計画 2100」（以下、「デルタ計画 2100」とい

う。）においても、中程度の気候変動の影響を受けるシナリオの場合には、GDPの 1.1%程度の損

失が毎年生じる可能性があると予測されており（GED、2018 年）、気候変動リスクの管理と、サイ

クロン・洪水等の気候リスクに対するレジリエンスの構築が、バングラデシュの経済発展の推進に

おいて重要な取組として認識されている。 

このような状況を踏まえ、バングラデシュ政府は、PIM 改革プログラムに沿ったバングラデシュ

の公共投資管理能力及び実施体制の強化と、気候変動に対応した公共投資管理推進にむけた

支援に向け、本プロジェクトを我が国に要請した。なお、本事業は、気候変動政策を公共投資管理

に組み込むものであるという観点から、同国のパリ協定に基づく「自国が決定する貢献（NDC）」に

おける目標と整合するものである。 

(2) バングラデシュに対する我が国及び JICAの協力方針等と本事業の位置づけ、 課題別事業戦

略における本事業の位置づけ  

我が国のバングラデシュ国別開発協力方針（2018年 2月）では、あらゆる分野においてガバナ

ンス改善のため政府機能の強化、行政サービスの向上を支援するとしている。また、同方針の別

紙「事業展開計画」（2020 年 4 月）でも、重点分野「社会脆弱性の克服」下の「行政能力向上プロ

グラム」において、公共投資管理強化を支援するとしている。また、「JCAP 国別分析ペーパー」

（2023年 3月）においても「ガバナンス強化プログラム」において、ガバナンス強化と行政手続きの

透明性・効率性向上のため、中央政府の公共投資管理能力強化、公務員の人材育成に係る支援

を継続するとしている。また、「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）の新たなプラン

（2023 年 3 月）では取組みの柱として、「平和の原則と繁栄のルール」、「インド太平洋

流の課題対処」を掲げており、気候変動への対応や、新たな産業基盤整備（途上国の公共

投資事業・予算管理の改善を含めた国家財政基盤の強化）に取り組むことが示されている

ことから、本事業は、同プランに合致する。  

加えて JICA におけるグローバルアジェンダ「公共財政・金融システム」では、国家の財政基盤

を重要課題（クラスター）の１つに位置付けていることから、本事業はこれらの方針や分析に合致

している。また、本事業は、SDGs 目標「ゴール 8（経済成長・雇用）」、「ゴール 10（人や国の不平

等をなくそう）」「ゴール 13（気候変動とその影響への緊急の対処）」及び「ゴール 17（パートナーシ

ップで目標を達成しよう）」にも貢献すると考えられる。 

（3） 他の援助機関の対応 

⚫ 世界銀行：Green and Climate Resilient Development Credit（2023-2026）の下、グリーン

成長、気候変動、レジリエンス強化に資する公共投資計画、資金調達、セクター改革支援等

を実施。 



⚫ 国際通貨基金（IMF）：2023年にバングラデシュに拡大信用供与制度の下で 33億ドル、強靭

性と持続可能性ファシリティの下で 14 億ドルの提供し、開発目標の達成を支援するため、公

共投資の効果を高めるための措置（具体的には、5 か年計画、年次開発計画（Annural 

Development Plan、以下「ADP 」という）、中期予算枠組み（Medium-Term Budget 

Framework、以下「 MTBF」という）間の戦略的連携強化や、2024 年度～2028 年度の公共

財政管理行動計画の更新等）を講じている。その他、気候変動に配慮した公共投資管理ガイ

ダンスの作成や、主要インフラプロジェクトの選択と優先順位付けの基準整備を実施。 

⚫ アジア開発銀行は、Sustainable Economic Recovery Programme （2021-23）を通して、

JICA が支援し計画委員会が策定した PIM ツール（省庁審査フォーマット及びセクター評価フ

ォーマット）及び費用便益分析のツールの導入に向けた省庁、部局、機関向け研修を実施。

その他、Strengthening Economic Management and Governance Program（2024-27）

の下で、国内資源動員を強化し、公共投資管理を改善することで財政管理強化等にむ

けた技術支援を行うほか、Supporting the Climate-Resilient Inclusive Development 

Program（2023-26）の下で、開発政策借款を活用し、バングラデシュ政府による National 

Adoptation Plan 及び「自国が決定する貢献（NDC）」の優先事項を実施するための支援を

実施中。 

３．事業概要                                               要     

（１） 事業目的    

本事業は、バングラデシュにおいて、気候変動に対応した公共投資管理に係る組織的能力の

強化、公共投資管理ツールの更新、事業の承認及び関連予算の配分メカニズムの改善を行うこと

により、パイロットセクター2における気候変動に対応した効率的な公共投資事業の形成・審査・承

認の能力強化を図り、もって気候変動に配慮した公共投資管理プロセスの展開に寄与するもの。  

（２） プロジェクトサイト／対象地域名  

ダッカ市 

（３） 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者： 計画省、計画委員会プログラミング局 PIM改革部（約５名）・セクター部局・総合経

済局（General Economic Department）、財務省財務局、支援対象パイロットセクターの関係省庁

及び実施機関 

最終受益者：バングラデシュ国民   

（４） 総事業費（日本側） 約 4.4億円   

（５） 事業実施期間：2025年 5月～2029年 5月を予定（計 48カ月） 

（６） 事業実施体制  

実施機関：計画委員会プログラミング局・PIM改革部 

協力機関：計画省、計画委員会セクター部局、総合経済局、財務省財務局、パイロットセクターに

属する省庁及び実施機関、公務員研修所（国家計画開発アカデミー（National Academy for 

Planning and Development)、開発行政研究所（National Academy for Development and 

 
2  パイロットセクターとして、（①交通運輸・コミュニケーション②環境・気候変動・水資源③住居・コミュニティーアメニティー）が候補として計画

委員会より提案を受けており、キックオフ会議において対象のセクター２～３を最終決定予定。 



Administration）等） 

（７） 投入（インプット）    

１） 日本側  

① 専門家派遣（合計約 879.0799 M/M）：（公共投資管理ｌ、公共投資管理 ll、予算計画・管理、

気候変動/財務インパクト分析、IT開発、研修開発/モニタリング、業務調整/研修管理） 

② 研修員受け入れ：第三 3国研修（気候変動に配慮した公共投資管理） 

③ 機材供与：なし 

２） バングラデシュ国側 

① カウンターパートの配置 

② 案件実施のためのサービスや施設、現地経費の提供 

③ 専門家執務室 

④ ローカルコスト等 

（８）他事業、他開発協力機関等との連携・役割分担 

１） 我が国の援助活動 

⚫ JICA は、「公共投資管理強化プロジェクト」（2014 年 2 月～2018 年 6 月）及び「公共投資管

理強化プロジェクトフェーズ 2」（2019 年 9 月～2024 年 8 月）を通じ、公共投資管理システム

の改善にむけた支援を実施。また、2015 年に承諾された「地方行政強化事業」の下、農村

部にて、地方自治体の行政サービスデリバリーの向上及び行政能力の強化に向けた支援

を実施。2023 年に承諾された「財政管理強化のための開発政策借款」の下、支援している

政策アクションの中に、上記公共投資管理強化プロジェクトを通じて支援した「公共投資管理

ガイドライン」の承認等が含まれている。 

２）他の開発協力機関等の援助活動 

⚫ IMF が支援する強靭性と持続可能性ファシリティ（Resilience and Sustainability Facility 

(RSF) ）の下で、気候変動に配慮した公共投資管理ガイダンスの作成や、主要インフラプロジ

ェクトの選択と優先順位付けの基準整備を実施しており、本事業と密接に関連する取り組み

であるところ、密な連携を行う予定。 

⚫ 世界銀行は、Green and Climate Resilient Development Credit（2023-2026）の下、特定の

セクターにおける複数年度公共投資計画（Multi-Year Public Investment Programme、以下

「MYPIP」という）策定と、気候変動に配慮した成果目標等の検討を進めている。本プロジェク

トにおいても、MYPIP を活用した活動を想定していることから、密な連携を通した相乗効果の

発現を目指す。 

⚫ アジア開発銀行は、Support to Strengthening Economic Management and Governance 

Program（2024-27）の下、政策借款を活用し、公共投資の全体的な効果向上にむけた取

組を推進していることから、本プロジェクトを通じて密な連携を行い、相乗効果の発現を目指

す。 

（９） 環境社会配慮・横断的事項・ジェンダー分類 

１）環境社会配慮  

① カテゴリ分類：C 



② カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2022 年 1 月公布）上、環境への望まし

くない影響は最小限であると判断されるため。 

２）横断的事項： 

本事業は、気候変動に対応した公共投資管理の推進により、気候変動（適応・緩和）に配慮し

た案件形成・審査・選定が促進されることを通じ、温室効果ガス排出削減と気候変動への適応に

貢献する。  

３）ジェンダー分類：  

【ジェンダー案件】【対象外】「（GI）ジェンダー主流化ニーズ調査・分析案件」 

＜分類理由＞ジェンダー平等や女性のエンパワメントに資する具体的な取組や指標等の設 

定に至らなかったため。ただし、公共投資管理に係る研修実施にあたっては、ジェンダー

バランスを考慮し、女性職員の参加を促進・推奨することを合意した。 

（１０） その他特記事項   

特になし。 

4．事業の枠組み                                           用  

（１） 上位目標：  

バングラデシュにおいて、気候変動に配慮した公共投資管理システムが強化される。 

指標及び目標値： 

・気候変動に配慮した公共投資管理プロセスが使用されるセクター数 

・気候変動に配慮した公共投資管理プロセスを経て承認された案件数 

（２） プロジェクト目標： 

気候変動に配慮した公共投資事業を効率的に形成・審査・承認する能力が PIM 改革プログラム

に沿って強化される。 

指標及び目標値： 

 ・対象セクターの DPP承認の平均所要時間(単位:日)3が XX%減少する。 

・対象セクターの DPPの質4に係る平均スコアが XXポイント向上する。 

・改訂された PIM関連諸ガイドライン、文書（グリーンブック、PIMガイドライン、MAF/SAFマニュ

アル、DPP準備ハンドブック等）が計画委員会に承認される。 

（３） 成果 

・成果 1：気候変動に対応した公共投資管理含めた PIM改革部の組織的能力が強化される。 

・成果 2：気候変動に対応した公共投資事業の形成、審査能力が強化される。 

・成果 3：気候変動に対応した公共投資事業の為の予算配分メカニズムが、戦略的な年次開発

 
3 DPPが実施機関より省庁/部局に提出されてから国家経済評議会執行委員会（Executive Committee for National Economic Council、以

下「ECNEC」または、当局によって承認に必要な期間を指す。 

4 DPPの質は、PIM 改革プログラム 2024-2028の下で規定された重要業績評価指標（Key Performance Indicators: KPI）の一つ。「DPP 

品質スコア」は、DPP の 4 つの側面 (論理フレームワーク、費用対便益、必要な添付ファイル、その他のさまざまな側面) を評価するこ

とによって測定され、0 から 100 の範囲に収まるように調整されるスコアを指す。 



計画策定プロセスの強化を通じ改善される。 

 

成果１：気候変動に対応した公共投資管理含めた PIM改革部の組織的能力が強化される。 

・PIM プロセスに関与するバングラデシュの公務員のための体系的な研修プログラムが持続的

に計画・運営される。 

・パイロットセクターの XX％の新規案件事業が、事業計画システム（Project Processing, 

Appraisal and Management System、以下「PPS」という）及び事業審査管理システム

（Project Appraisal Management System、以下「PAMS」という）に登録される。 

 

成果 2: 気候変動に対応した公共投資事業の形成、審査能力が強化される。 

・新しい事業の評価基準と改訂フォーマット (省庁審査フォーマット（MAF）とセクター審査フォー

マット（SAF)、更新された開発事業提案書（Development Project Proposal、以下「DPP」とい

う）、技術協力事業提案書 （Technical Project Proposal、以下「TPP」という）フォーマットが反

映された PIMガイドライン、DPP準備ハンドブック、MAF/SAFマニュアルが改訂される。 

・研修に参加した職員の xx%以上が、改訂されたMAF/SAFを理解し、DPPおよび TAPPプロ

セスでの使用方法を把握している。 

・更新された気候変動対応MAF/SAFが、パイロットセクターで持続的に活用される。 

 

成果 3: 気候変動に対応した公共投資事業の為の予算配分メカニズムが、戦略的な年次開発計

画策定プロセスの強化を通じ改善される。 

・気候変動に対応したセクター戦略ペーパー（Sector Strategy Paper 、以下「SSP」という)また

は、セクター活動計画（Sector Action Plan、以下「SAP」という） および MYPIPが反映された

戦略的 ADPガイドラインが改訂される。 

・パイロットセクターにおける研修生の●％以上が、気候変動に対応した改訂 SSP/SAP、 

MYPIPの活用及び戦略的 ADPプロセスについて理解している。 

・パイロットセクターのMTBF/ADPプロセスにおいて、気候変動に対応した改訂MYPIPおよび 

SSP/SAPが、持続的に活用される。 

 

（４） 主な活動 

【成果１】 PIM改革部の気候変動に対応した公共投資管理を含めた組織的能力が強化される。 

1-1. ADPの全 15セクターにおける PIMツール(MAF/SAF、SSP/SAP、MYPIP)の利用状況をレ

ビューし、PIM ツールの利用に関する研修計画を含む活動計画を策定し、活動計画をモニタ

リング・実施する。 

1-2. PIM関連情報システムの統合に向けた課題とアプローチを特定し、PIM関連情報システムの

将来の運用における役割と責任を明確にする。 

1-3. 事業審査管理システム(PAMS)の研修資料を、計画局 ICT 部局、PIM 改革部と連携して作

成し、デジタル化された PIMツールの利用を促進する。 

1-4. 成果 2、3で対象とするパイロットセクターに対し、活動 1-3を踏まえ PIM関連 ITシステムの



活用に関する研修を実施する。 

1-5. 活動 2-１１で整理した情報をもとに、IT 部門と連携して PAMS を更新し、IT システムに反映

する。 

1-6. PIM プロセスに関与するバングラデシュの公務員のための体系的なトレーニングプログラム

を策定するための技術的な助言を行う。 

1-7. 気候変動に対応した公共投資、PIM 改革プログラムの進捗状況を踏まえ、PIM ガイドライン

および PIM改革プログラムの定期的な更新を行う。 

 

【成果 2】気候変動に対応した公共投資事業の形成、審査能力が強化される。 

2-1. 気候変動への対応した公共投資管理強化にむけて、MAF/SAF 活用の課題の抽出とアプロ

ーチの検討を行うための調査を実施する。  

2-2.気候変動に対応した公共投資管理を強化する為、プロジェクトの形成、審査、承認手続きの

見直しと改訂のための詳細なアクションプランを策定する。 

2-3.公共投資事業の形成・承認プロセスとの整合性を確保しつつ、気候変動関連の要素を取り入

れるための新たな事業審査基準や MAF/SAF、DPP/TAPP の改訂したフォーマットを提案す

る。 

2-4.活動 2.3を踏まえ改訂したフォーマットをパイロットセクターで選定された開発プロジェクトの形

成・承認・承認プロセスに適用して検証する。 

2-5. 気候変動要素を取り込んだMAF/SAFフォーマットおよび新しい DPP/TAPPのための研修プ 

ログラム（研修講師用の研修を含む）と教材を準備する 

2-6. パイロットセクターの対象部門及び関連職員に対して研修を実施する。 

2-7.初期検証（活動 2-4）に基づいて改訂されたフォーマット（MAF/SAF、DPP/TAPP）をさらに改

善し、プロジェクトの形成、審査、承認のプロセスを通じて、パイロットセクターの他の選定され

た開発プロジェクトに適用する。 

2-8. 改訂されたMAF/SAF、DPP/TAPPフォーマットが、承認され、規則、命令、規制などの他の 

必要な行政措置を通じ、正式化される。 

2-9. 活動 2-8を踏まえ、PIMツールに関連するマニュアル、ガイドライン等を改訂する。 

2-10.気候変動に対応した公共投資管理のための新しい審査基準や改訂された MAF/SAF およ

び DPP/TAPP フォーマットについて OJTを通じ、普及させる。 

2-11. 活動 2-8を踏まえ、改訂された PIMツールの情報を整理し、IT部門や ITベンダーと共有し 

て、ITシステムの更新を行う。 

 

【成果 3】気候変動に対応した公共投資事業の為の予算配分メカニズムが、戦略的な年次開発計

画策定プロセスの強化を通じ改善される。 

3-1. 気候変動に対応した公共投資管理強化の為に、ADP および MTBF 策定プロセスにおける

MYPIP/SSP/SAP活用上の課題を特定し、アプローチの検討する為、調査を実施する。 

3-2. 活動 3-1 に従って SSP/SAP および MYPIP のレビュー及び改訂に向けた詳細な行動計画

(短期および中期)を策定する。 



3.3. ADPとMTBF/予算の戦略的連携強化のための気候変動に対応した SSP/SAPおよび  

MYPIPを開発及び提案する。 

3.4. 活動 3-3で提案された SSP/SAP および MYPIPを、パイロット セクターに適用し検証する。 

3.5. 気候変動に対応した SSP/SAP および MYPIPの研修資料（研修講師用を含む）を作成 

する。 

3-6. パイロットセクターの対象部門及び関連職員に対して研修実施を支援する（研修講師 

向けも含む）。 

3-7. 活動 3-4 の初期検証に基づいて、気候変動に対応した SSP/SAP および MYPIPをさらに改

善し、パイロットセクターにおいて適用・検証する。 

3.8. 適切な行政措置によって検証済みの気候変動に対応した 更新 SSP/SAP およびMYPIPが 

承認され、正式化する。 

3-9. 活動 3.8を踏まえ、PIMツールに関連するマニュアル、ガイドライン等を改訂する。 

3-10. 気候変動に対応した 改訂 SSP/SAP および MYPIPについて、OJTを通じ普及させる。 

3-11.活動 3-８に基づき、ADP管理システム(以下、AMS)のMYPIPモジュールに反映すべき情報

を整理し、IT部門や ITベンダーと共有し、ITシステムを更新する。 

５．前提条件・外部条件                                     用                       

（１） 前提条件 

・PIM改革部が PIM改革推進の中心的役割を担う部局として維持される 

・現在の公共事業提案書形成・審査・承認プロセスが維持される 

・PIM改革部に職員が配置、予算が配賦される 

（２） 外部条件  

・選挙後に発足する新政権の下で PIM改革へのコミットメントが継続すること 

・公共投資管理に関わる現行の政府の組織体制に変更がないこと 

６．過去の類似案件の教訓と本事業への適用                               用                                                           

（１）類似案件の評価結果 

 バングラデシュ国「公共投資管理強化プロジェクト」（2014 年 2 月～2018 年 6 月）では、PIM ツ

ールの作成・検証プロセスにおける政府承認の要否と所要時間等について、プロジェクト形成時

や開始後の早い段階で、先方実施機関と十分に協議・確定する必要があったとの教訓を得ている。

またラオス国「公共投資プログラム運営管理能力強化プロジェクトフェーズ１～3（2004 年～2016

年）」では、新規導入される手法やツールの普及・定着について、活用を義務付けるための政府文

書の適時な発出や、対象となる省庁・関連機関に対する実地訓練（OJT）が極めて有効であったと

いう教訓を得ている。加えて、マラウイ国「公共投資計画策定能力向上プロジェクトフェーズ１・2

（2009 年～2017 年）」では、プロジェクトにより開発された公共投資管理に資するシステムの導入

に際し、他の開発パートナーや、他の JICA 協力（省庁派遣専門家・技術協力プロジェクト）との調

整・連携強化を図ることにより、相乗効果発現が認められる、という教訓が得られている。 

（２）本事業への教訓 

本プロジェクトにおいては、上記の評価結果等を踏まえ、PIM ツールの作成・検証プロセスにお

ける政府承認の要否や、所要時間等をプロジェクト形成時や案件開始後の早い段階で十分に協



議するほか、PIM 関連の職員の能力向上にあたって、OJT の実施を検討する。併せて、他ドナー

との連携・調整を図ることにより、事業の相乗効果発現等工夫の上、実施することとする。  

７．評価結果                                             果     

本事業は、当国の開発課題・開発政策並びに我が国及び JICAの協力方針・分析に合致し、公

共投資の管理能力の向上を通じて国家開発計画や公共財政改革達成に資するものであり、

SDGs 目標「ゴール 8（経済成長・雇用）」、「ゴール 10（人や国の不平等をなくそう）」、「ゴール 13

（気候変動とその影響への緊急の対処）」及び「ゴール 17（パートナーシップで目標を達成しよう）」

の達成に貢献すると考えられることから、事業の実施を支援する必要性は高い。 

８．今後の評価計画                                        画 

（１） 今後の評価に用いる主な指標      

４．のとおり。   

（２） 今後の評価スケジュール    

事業開始 6カ月  ベースライン調査   

事業終了 3年後  事後評価                            以上 

 


